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ニュース	 差別解消法，障害者団体に意見聴取―省庁が対応要領案	 816
	 重度障害者の医療助成，「精神」への拡大進む―24道県実施，鹿児島県は除外	 824
	 肢体不自由学校教員，「医療的ケア」研修へ―北九州市教育委員会	 837
	 認知症の不明者，2年連続で 1万人超―警察庁，98％は所在確認	 838
	 「ノーマライゼーション　障害者の福祉」7月号・特集目次	 851
	 精神障害者の雇用配慮を―中原さとみ（リカバリーキャラバン隊事務局長・精神保健福祉士）	 859
	 福祉用具の専門性向上へ―プラネット第 1回研究大会	 872
	 	2015 年度からの障害者福祉計画，地域移行の目標値を初公表―県別一覧，	

　注釈付きで（厚生労働省）	 878
	 精神障害の労災 497件―2014年度は過去最多（厚生労働省）	 890

今月のハイライト

今から10年後の 2025 年，団塊の世代が後期高齢者になり，前期高齢者よりも後期高齢者が多くな
り，医療や介護の需要がさらに増加する．それに対応すべく，医療，介護，予防，生活支援，住ま

いの 5つの要素からなる地域包括ケアシステムの整備が進められている．そのなかでリハビリテーショ
ン専門職に期待されている役割について，ご執筆いただいた．

これからの介護予防―リハビリテーション専門職への期待　鶴田真也氏� 803
厚生労働省の立場から，地域包括ケアシステムにおけるリハビリテーションの位置づけや専門職への期
待を述べていただいた．介護予防は，本人への介入だけでなく居場所と出番づくりなど環境への介入も
重要である．リハビリテーション専門職が，地域ケア会議などへの参加，住民運営の通いの場への関与，
通所や訪問リハビリテーションなどに関わる地域リハビリテーション活動支援事業が，あらたに一般介
護予防事業の中に位置づけられた．地域づくりを推進する役割を発揮することが期待されている．

生活期リハビリテーションの実態と課題�
　―訪問リハビリテーション・サービスの視点から　宮田昌司氏� 809
社会保障審議会介護給付費分科会が行った調査の概要を紹介している．生活期リハビリテーションの目
標として「機能向上」が 7割と多いが，「地域社会への参加」は 3.2％にとどまり「生活機能向上連携加
算」の導入で介護との連携が進んだ実態がみえてきた．「高齢者の地域におけるリハビリテーションの在
り方検討会」などの論議を経て介護報酬改定の方向が示された．「活動」と「参加」を意識した取り組
み，サービスの質マネジメント，地域活動への協力などがリハビリテーション専門職に期待されている．

地域包括ケアシステムと
リハビリテーション
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お知らせ	 第 3 回臨床に活かす動作分析を考える研究会	 838
	 第 11 回日本シーティング・シンポジウム	 838
	 第 42 回日本リハビリテーション工学協会車いすSIG 講習会 in 厚木	 885
	 第 5 回関東地区小児整形外科ベーシックコース講習会	 890
	 第 38 回総合リハビリテーション研究大会	 890

地‌‌域包括ケアシステムにおけるリハビリテーション専門職の役割‌
―日本理学療法士協会の取り組みの視点から　斉藤秀之氏‌ 817

日本理学療法士協会は「地域包括ケア対策本部」を設置し，地域包括ケア会議や介護予防を重点に「リ
ハビリテーション専門職等の広域派遣調整」，「地域包括ケアシステムに向けた人材育成」を行っている．
生駒市の市町村介護予防強化推進事業，大分県地域ケア会議多職種派遣事業，茨城県在宅医療・介護連
携拠点事業などの先駆例，地域リハビリテーション活動支援事業など，評価とマネジメント，コーディ
ネート機能への期待や役割があることを紹介している．

住民主体の介護予防活動―いきいき百歳体操の経験から　堀川俊一氏‌ 825
二次予防事業への参加者が増えないことなどから，新しい方向として打ち出されたのが住民主体の介護
予防である．その一つのモデルとなった「いきいき百歳体操」の開発の経緯や地域展開，効果，6つの
ポイントなどを紹介している．それらを踏まえリハビリテーション専門職に期待する役割として，直接
的な運動指導や機能評価でなく，ボランティア育成などの住民主体の活動支援，機能でなく活動や参加
における目標設定，高齢者を活動や参加の場につなげることなどを指摘している．

医療・介護の地域連携　逢坂悟郎氏‌ 831
後期高齢者の増加に備え医療・介護の連携が必要である．介護と医療とが対等に協議しルール策定をし
た国のモデル事業を紹介している．保健所が連携調整役を担い，二次医療圏域内の資源や連携状況調査，
病院への説明会，ケアマネへの説明会と協議などを行った．後者では個別では示しにくい「退院調整が
なかった悲劇的な事例」，「ケアマネが欲しい情報」などをケアマネの総意として準備し，病院とケアマ
ネで協議した．その結果，退院調整がない患者割合が 43％から 17％に減るなどの変化が認められた．
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